
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明支持体の少なくとも一方の表面に、受像層が備えられた電子写真用被転写フィルム
であって、該受像層が、
下記（ａ）：
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
で表わされるテレフタル酸単位 、及び
　下記（ｃ）：
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６０～９５モル％



【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
［但し、Ｍは水素原子又はアルカリ金属を表わす。］
で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位 を含む二塩基酸成分の繰返
し単位、そして
　下記の（ｄ）：
【化３】
　
　
　
　
　
で表わされるエチレングリコール単位 、下記の（ｅ）：
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
で表わされるトリエチレングリコール単位 及び下記の（ｆ）：
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
［但し、ｎは１～５を表わす。］
で表わされるビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位 を含む二
価アルコール成分の繰返し単位からなる数平均分子量が１５００～５０００のポリエステ
ルからなることを特徴とする電子写真用被転写フィルム。
【請求項２】
　該ポリエステルの重量平均分子量が２５００～１５０００の範囲にある請求項１に記載
の電子写真用被転写フィルム。
【請求項３】
　該ポリエステルの重量平均分子量／数平均分子量で表わされる比が１．２～３．０の範
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５～１７モル％

１０～６０モル％

３０～９０モル％

５～４０モル％



囲にある請求項１もしくは２に記載の電子写真用被転写フィルム。
【請求項４】
　該ポリエステルが、ジカルボン酸単位として、さらに下記（ｂ）：
【化６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
で表わされる２，６－ナフタレンジカルボン酸単位を含む請求項１乃至３のうちのいずれ
かの項に記載の電子写真用被転写フィルム。
【請求項５】
　

。
【請求項６】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、普通紙用の間接乾式電子写真複写機、フルカラー電子写真複写機あるいは各種
プリンターを用いて投影画像を作成するのに適した透明な電子写真用被転写フィルム及び
該フィルムにカラー画像を形成するためのカラー画像形成方法に関する。特に、ＯＨＰ（
オーバーヘッドプロジェクター）に使用できる電子写真用被転写フィルム及びカラー画像
形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
普通紙用の間接乾式電子写真複写機を用い、普通紙の代わりに電子写真用被転写フィルム
（以下、透明フィルムと呼ぶこともある）を用いて、このフィルム上にトナー画像を形成
し、これをＯＨＰ（オーバーヘッドプロジェクター）により投影画像（透過画像）とする
方法は、簡易に投影画像を得る方法として広く利用されている。特に、最近では、間接乾
式フルカラー電子写真複写機や各種プリンターの普及に伴い、カラー画像を透明フィルム
上に形成し、ＯＨＰにより投影画像とする方法も盛んに行なわれるようになっている。こ
のため、発色性に優れた投影画像を形成することができる電子写真用被転写フィルムが求
められている。

10

20

30

40

50

(3) JP 3665666 B2 2005.6.29

該受像層が、さらに界面活性剤及びマット剤を含有し、且つ１×１０ 9  ～１×１０ 1 3Ω
の範囲の２５℃、６５％ＲＨにおける表面電気抵抗を有する請求項１乃至４のうちのいず
れかの項に記載の電子写真用被転写フィルム

下記の（１）～（３）の工程：
　（１）感光体表面を画像様に露光し潜像を形成する工程、
　（２）該潜像を着色材料とバインダー樹脂からなるカラー画像を形成するための二種以
上のトナーのうち一種を用いて現像して感光体表面に画像を形成する工程、及び
　（３）該画像を、請求項１乃至５のうちのいずれかの項に記載の電子写真用被転写フィ
ルムの該受像層に、転写する工程、
を上記トナーの種類の数だけ繰り返すことにより該電子写真用被転写フィルム上にカラー
画像を転写した後、
　該トナーの転写画像を、該トナーの定着温度に加熱されたヒートロールで押圧すること
により該電子写真用被転写フィルム上にカラー画像を形成することからなるカラー画像形
成方法。



【０００３】
しかしながら、従来から使用されている単色用（白黒用）の間接乾式電子写真複写機用の
電子写真用被転写フィルムは、フィルム搬送性（走行性）やトナーの定着性についてはか
なり改善されているが、カラー画像の形成においてはまだ多くの問題がある。即ち、間接
乾式フルカラー電子写真複写機や各種プリンターを用いて上記電子写真用被転写フィルム
にカラー画像を形成した場合、ＯＨＰにより得られる投影画像は、特に中間調部のカラー
発色性が充分でなく、満足のゆくカラー画像が得られず、濁った画像となる。これは、透
明フイルム上に形成されたトナー画像（トナー粒子）により、透明フイルム表面に凹凸が
生じ、この凹凸面においてＯＨＰ投影光が散乱する為に、その投影画像に濁りが生ずる現
像である。特に、中間調部に於て、凹凸が大きくなる為、画像の濁りの程度も大きくなる
。従ってこのような凹凸を小さくする必要がある。
【０００４】
例えば、特開昭５９－１８４３６１号公報には、トナー画像表面にラッカーを噴霧塗布す
る方法が提案されている。しかしながら、溶剤によってトナーが溶解し、画像の鮮鋭度の
低下、色ムラ、さらには非画像部の汚れが発生する。特開昭６０－５２８６１号公報には
トナー画像をラミネートフィルムで被覆する方法、また特開昭６１－３６７５６号公報及
び特開昭６１－３６７６２号公報には、トナー画像に透明フィルムを重ね合わせてヒート
ロールで定着した後その透明フィルムを剥離する方法が提案されている。これらの方法は
、画像形成後の処理工程が多くなること、また上記透明フィルムの剥離時にトナー画像が
破壊され易いとの問題がある。
また、特開昭６３－８０２７３号公報には、トナーが充分溶融する温度でトナー画像を定
着する方法、トルエン等の溶剤を用いて定着する方法、定着した画像を研磨する方法、及
びトナーを溶解しない透明塗料を定着後のトナー画像に塗布する方法が提案されている。
トナー溶融温度で、ローラー定着した場合は、ハーフトーン部などのトナー量の少ない部
分の凹凸を低減しようとすると、トナー量の多い部分でオフセット現象が発生し易くなり
、一方オーブン等の非接触の加熱定着装置を使用した場合は、透明フィルム自体が波打ち
状態となり易い上、充分な透光性を得るためには長い定着時間が必要となる。溶剤を用い
る方法の場合、ハーフトーン部分の凹凸が小さくなるまで溶剤を用いてトナーの流動性を
高めると、トナーの高濃度部分で画像の崩れが起こる。また画像を研磨する方法では、比
較的トナー量の多い部分では透光性が改善されるが、トナー量の少ない部分ではほとんど
改善されない。さらに、透明塗料をトナー画像上に塗布した場合、トナー画像と塗布膜と
の間に明確な境界ができることがあり、このような境界ができると、その境界面で入射光
が散乱し、彩度の低い、暗い投影画像となる。
【０００５】
特開平３－１９８０６３号公報には、トナー画像を平滑化するために、ＯＨＰシート（透
明フィルム）の受像層に使用する樹脂として、融点がトナーの結着剤のＴｇ（ガラス転移
温度）以下でかつトナーの結着剤より低い溶融温度のポリマーを使用することが提案され
ている。また特開平４－１２５５６７号公報には、トナーより低軟化点の熱可塑性樹脂の
トナー像保持層が透明基材上に設けられた転写媒体が提案されている。特開平４－２１２
１６８号公報には、トナーより流動化温度が低い樹脂の被膜層を設け、画像に光沢を与え
て投影画像の色再現性を高めた電子写真用複写シートが提案されている。また特開平５－
８８４００号公報では、プラスチックフィルムの表面にトナー定着温度にてトナー結着樹
脂より見かけの溶融粘度が低い透明樹脂層設けられた電子写真用複写シートが提案されて
いる。
しかしながら、トナー結着樹脂より低い溶融粘度あるいは低い軟化点の樹脂を受像層（透
明樹脂層）に使用した場合は、定着ロールで加圧、加熱される際にトナーより早く受像層
が軟化し、受像層が定着ロールに粘着して移動するオフセット現象が発生し易くなる。即
ち、定着画像が貝殻模様のような細かい波打ちを起こし、投影画像に濁りが発生したり、
あるいは定着時に受像層が定着ロールに移動して画像が消失したり、また受像層が定着ロ
ールに付着して、受像層を有する透明フィルムが定着ロールに巻き付く等のトラブルが発
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生する（このような現象を以下オフセット現象という）。
【０００６】
また、特開平２－２６３６４２号公報には、トナー画像の凹凸を小さくし、上記オフセッ
ト現象の発生を防止するために、トナー結着樹脂と良好な相溶性が得られるように特定の
溶解度パラメーター及びトナー定着温度においてトナー結着樹脂よりも大きい貯蔵弾性率
を有する透明樹脂層を透明支持体上に設けた電子写真用被転写フィルムが提案されている
。しかしながら、透明樹脂層のポリマーがこのような溶解度パラメーター及び貯蔵弾性率
の規定を満足するだけでは、溶融トナーをその層の内部に充分に埋め込むことはできず、
トナー画像の凹凸を小さくすることはできない。従って、特に投影画像の中間調画像部の
発色性は改善されない。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
上述のように、従来の電子写真用被転写フィルムでは、投影画像の中間調画像部の発色性
及びオフセット現象の両方を改善することはできない。本発明者は、このような二つの特
性を満足する電子写真用被転写フィルムを得るために検討を重ねてきた。電子写真用被転
写フィルムの受像層のポリマーとしてポリエステル樹脂の使用が比較的良好な特性を示す
ことから種々研究を行なった。従来から受像層のポリマーとしてポリエステルを使用した
例はあるが、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加体を使用する例（前記特開平５
－８８４００号公報）以外は具体的な構成が記載されおらず、本発明者は広範な材料及び
組合せから得られるポリエステルについて検討を重ね、下記の特定の構成を有するポリエ
ステルを使用することにより、上記特性を満足する電子写真用被転写フィルムが得られる
ことを発見し、本発明に到達した。
【０００８】
従って、本発明は、投影画像の中間調画像部の発色性及びオフセット現象が共に改善され
た電子写真用被転写フィルムを提供することを目的とする。
また、本発明は、電子写真複写機を使用して、電子写真用被転写フィルム上に投影画像の
中間調画像部の発色性に優れたカラー画像を形成することができるカラー画像形成方法を
提供することを目的とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
上記目的は、透明支持体の少なくとも一方の表面に、受像層が備えられた電子写真用被転
写フィルムであって、該受像層が、
下記（ａ）：
【００１０】
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
で表わされるテレフタル酸単位及び 下記（ｂ）：
【００１１】
【化８】
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任意に



　
　
　
　
　
　
　
　
　
で表わされる２，６－ナフタレンジカルボン酸単位からなる群より選ばれる少なくとも一
種のジカルボン酸単位、及び
下記（ｃ）：
【００１２】
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
［但し、Ｍは水素原子又はアルカリ金属を表わす。］
で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位を含む二塩基酸成分の繰返し単位、そして
下記の（ｄ）：
【００１３】
【化１０】
　
　
　
　
　
で表わされるエチレングリコール単位、下記の（ｅ）：
【００１４】
【化１１】
　
　
　
　
　
で表わされるトリエチレングリコール単位及び下記の（ｆ）：
【００１５】
【化１２】
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［但し、ｎは１～５を表わす。］
で表わされるビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位を含む二価アルコール成
分の繰返し単位からなる

数平均分子量
が１５００～５０００のポリエステルからなることを特徴とする電子写真用被転写フィル
ムによって達成することができる。
【００１６】
　上記本発明の電子写真用被転写フィルムの好ましい態様は下記の通りである。
　１）上記ポリエステルの二塩基酸成分の繰返し単位が、上記（ａ）で表わされるテレフ
タル酸単位および 上記（ｂ）で表わされる２，６－ナフタレンジカルボン酸単位か
らなる群より選ばれる少なくとも一種のジカルボン酸単位を６０～９５モル％、及び上記
（ｃ）で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位を５～１７モル％含み、そして二価
アルコール成分の繰返し単位が、上記の（ｄ）で表わされるエチレングリコール単位を１
０～６０モル％、上記の（ｅ）で表わされるトリエチレングリコール単位を３０～９０モ
ル％および上記の（ｆ）で表わされるビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位
を５～４０モル％含む。
２）上記ポリエステルの二塩基酸成分の繰返し単位が、上記（ａ）で表わされるテレフタ
ル酸単位６０～９５モル％、下記（ｇ）：
【００１７】
【化１３】
　
　
　
　
　
　
で表わされるイソフタル酸単位０～３５モル％、及び上記（ｃ）で表わされるスルホベン
ゼンジカルボン酸単位５～１７モル％からなる。
【００１８】
　 ）上記ポリエステルの二塩基酸成分の繰返し単位が、上記（ａ）で表わされるテレフ
タル酸単位０～９０モル％、下記（ｇ）で表わされるイソフタル酸単位０～３５モル％、
下記（ｂ）で表わされる２，６－ナフタレンジカルボン酸単位１０～９０モル％及び５～
１７モル％の上記（ｃ）で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位からなる。
　 ）ポリエステルの重量平均分子量が、２５００～１５０００の範囲にある。
　 ）ポリエステルの（重量平均分子量／数平均分子量）が、１．２～３．０の範囲にあ
る。
【００１９】
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（ただし、二塩基酸成分の繰返し単位が、上記（ａ）で表わされ
るテレフタル酸単位を６０～９５モル％、及び上記（ｃ）で表わされるスルホベンゼンジ
カルボン酸単位を５～１７モル％含み、そして二価アルコール成分の繰返し単位が、上記
の（ｄ）で表わされるエチレングリコール単位を１０～６０モル％、上記の（ｅ）で表わ
されるトリエチレングリコール単位を３０～９０モル％および上記の（ｆ）で表わされる
ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位を５～４０モル％含む）

任意に

３

４
５



８）受像層が、さらに界面活性剤及びマット剤を含有し、且つ１×１０ 9  ～１×１０ 1 3Ω
の範囲の２５℃、６５％ＲＨにおける表面電気抵抗を有する。
９）受像層は、定着されるべきトナー（着色材料とバインダー樹脂または磁性粉末とバイ
ンダー樹脂からなる）との接触角が、該トナーの定着温度において５０度以下となるよう
に形成されている。
【００２０】
１０）受像層の層厚が、１～８μｍの範囲にある。
１１）透明支持体が、ポリエチレンテレフタレートからなる。
１２）上記の電子写真用被転写フィルムがカラー画像形成用である。
【００２１】
　また、上記目的は、下記の（１）～（３）の工程：
　（１）感光体表面を画像様に露光し潜像を形成する工程、
　（２）該潜像を着色材料とバインダー樹脂からなるカラー画像を形成するための二種以
上のトナーのうち一種を用いて現像して感光体表面に画像を形成する工程、及び
　（３）該画像を、 電子写真用被転写フィルムの該受像層に、転写する工程
、
を上記トナーの種類の数だけ繰り返すことにより該電子写真用被転写フィルム上にカラー
画像を転写した後、
　該トナーの転写画像を、該トナーの定着温度に加熱されたヒートロールで押圧すること
により該電子写真用被転写フィルム上にカラー画像を形成することからなるカラー画像形
成方法によっても達成することができる。
【００２２】
［発明の詳細な記述］
本発明の電子写真用被転写フィルムは、基本的には透明支持体の一方の表面あるいは両方
の表面に、受像層が形成された構成を有する。図１及び図２に本発明の電子写真用被転写
フィルムの基本的な構成を模式的に示した断面図である。図３には、透明支持体と受像層
との間に導電性下塗層が設けられた場合の構成を模式的に示した断面図である。
【００２３】
図１には、透明支持体１１の一方の表面に、受像層１２が形成された電子写真用被転写フ
ィルムが示されている。透明支持体と受像層の間に導電性下塗層があっても良い。また、
受像層の反対面に、滑り性、導電性を付与し、フィルム走行性を高めるためのバック層を
設けてもよい。
図２には、透明支持体２１の両方の表面に、受像層２２ａ及び２２ｂが形成された電子写
真用被転写フィルムが示されている。
図３には、透明支持体３１の両方の表面に、導電性下塗層３３ａ及び３３ｂ、その上に受
像層３２ａ及び３２ｂが形成された電子写真用被転写フィルムが示されている。
【００２４】
上記透明支持体１１、２１及び３１は、透明で、ＯＨＰとして使用された時の輻射熱に耐
え得る性質を有する材料であれば用いることができる。その材料としては、ポリエチレン
フタレート等のポリエステル類；ニトロセルロース、セルロースアセテート、セルロース
アセテートブチレート等のセルロースエステル類、さらにポリスルホン、ポリフェニレン
オキサイド、ポリイミド、ポリカーボネート、ポリアミド等を挙げることができる。これ
らの材料から得られるフィルムの耐熱温度としては１００℃以上の材料が好ましい。これ
らの中で、耐熱性及び透明性に優れていることからポリエチレンフタレートフィルムが好
ましい。フィルムの厚さは、特に制限はないが、５０～２００μｍのものが取り扱い易く
好ましい。
耐熱温度が１００℃未満のフィルムは、トナーを加熱定着した時に変形する傾向があり、
そのためプラスチックフィルムは波打ちを生じ易い。また、フィルムは、定着時の加熱に
より軟化した際にシワが発生し難い程度の厚さであることが好ましい。従って、その厚さ
は、５０μｍ以上が好ましく、更に７５μｍ以上が好ましい。またフィルムの厚みの上限
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上記本発明の



は、光透過率の低下を考慮して２００μｍ以下が好ましく、更に１５０μｍ以下が好まし
い。従って、耐熱性を有するプラスチックフィルムの厚さは、５０～２００μｍであるこ
とが好ましく、さらに７５～１５０μｍであることが好ましい。
【００２５】
　受像層１２、２２ａ、２２ｂ、３２ａ及び３２ｂは、ポリマーとして、上記の（ａ）で
表わされるテレフタル酸単位及び 上記の（ｂ）で表わされる２，６－ナフタレンジ
カルボン酸単位からなる群より選ばれる少なくとも一種のジカルボン酸単位、及び上記の
（ｃ）で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位を含む二塩基酸成分の繰返し単位、
そして上記の（ｄ）で表わされるエチレングリコール単位、上記の（ｅ）で表わされるト
リエチレングリコール単位及び上記の（ｆ）で表わされるビスフェノールＡのエチレンオ
キサイド付加物単位を含む二価アルコール成分の繰返し単位からなるポリエステルを含ん
でいる。
　上記ポリエステルは、トナー定着温度で適度に軟化する為、トナーは受像層内に埋め込
まれ、また一般に受像層表面とトナーとの定着温度での傾斜角（後述する）が小さくなる
ので凹凸がほとんどない定着画像を得ることができる。また上記ポリエステルを使用する
ことにより、トナーと受像層（ポリエステル）がその界面で相溶するため、トナーと受像
層との界面の発生がほとんどなくなり、これによりオーバーヘッドプロジェクターからの
光の屈折もほとんどなくなることから、投影画像として濁りのない優れた発色性を有する
画像を得ることができる。
【００２６】
　上記ポリエステルとしては、上記二塩基酸成分の繰返し単位が、上記（ａ）で表わされ
るテレフタル酸単位および 上記（ｂ）で表わされる２，６－ナフタレンジカルボン
酸単位からなる群より選ばれる少なくとも一種のジカルボン酸単位を６０～９５モル％、
及び上記（ｃ）で表わされるスルホベンゼンジカルボン酸単位を５～１７モル％含み、そ
して二価アルコール成分の繰返し単位が、上記の（ｄ）で表わされるエチレングリコール
単位を１０～６０モル％、上記の（ｅ）で表わされるトリエチレングリコール単位を３０
～９０モル％および上記の（ｆ）で表わされるビスフェノールＡのエチレンオキサイド付
加物単位を５～４０モル％含むことが好ましい。このような組成のポリエステルは、水分
散性ポリマーである。水分散性ポリマーとは、それ自体が水に容易に分散し、長期に亘り
その分散状態を維持できるポリマーを言う。
【００２７】
　上記ポリエステルの二塩基酸成分の繰返し単位の構成は、下記の（１）
の構成を採る。尚、二塩基酸成分の繰返し単位モル％は、使用する材料のモル％に対応す
る。従って、下記の二塩基酸の使用量は、酸単位のモル％も意味する。
【００２８】
（１）上記（ａ）のテレフタル酸単位及び上記（ｃ）のスルホベンゼンジカルボン酸単位
からなり、そして所望により上記（ｇ）のイソフタル酸単位を含む二塩基酸成分の繰返し
単位；
ポリエステル製造時のテレフタル酸またはそのアルキルエステルの使用量は、全二塩基酸
成分の６０～９５モル％の割合が一般的であり、６５～９５モル％の割合が好ましく、特
に７０～９５モル％の割合が好ましい。イソフタル酸またはそのアルキルエステルの使用
量は、全二塩基酸成分の０～３５モル％の割合が好ましく、特に０～２５モル％の範囲が
好ましい。テレフタル酸及びイソフタル酸のアルキルエステルとしては、低級アルキルエ
ステル（低級アルキルとしてはメチル、エチル、イソプロピル、プロピル、またはブチル
が好ましい）が好ましく、特にメチルエステルが好ましい。
上記スルホベンゼンジカルボン酸またはそのアルキルあるいはヒドロキシアルキルエステ
ルの使用量は、全二塩基酸成分の５～１７モル％の割合が好ましく、特に６～１５モル％
の範囲が好ましい。
【００２９】
上記スルホアリールジカルボン酸またはそのアルキルあるいはヒドロキシアルキルエステ
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任意に

あるいは（２）



ルは、下記の一般式（１）：
【００３０】
【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（但し、Ｒ 1  及びＲ 2  は、それぞれ水素原子、低級アルキル基あるいはヒドロキシアルキ
ル基を表わし、そしてＭは、水素原子又はアルカリ金属を表わす。）で表わされる。
【００３１】
　Ｒ 1  及びＲ 2  は、水素原子、ヒドロキシエチル基、ヒドロキシプロピル基、ヒドロキシ
イソプロピル基、ヒドロキシブチル基、メチル基、エチル基、イソプロピル基、プロピル
基、またはブチル基であることが好ましく、特にヒドロキシエチル基が好ましい。Ｍは、
ナトリウム、カリウムまたはリチウムであることが好ましく、特にナトリウムが好ましい
。
【００３２】
　

【００３３】
　（ ）上記（ａ）のテレフタル酸単位、上記（ｂ）の２，６－ナフタレンジカルボン酸
単位及び上記（ｃ）のスルホベンゼンジカルボン酸単位、そして所望により上記（ｇ）の
イソフタル酸単位を含む二塩基酸成分の繰返し単位；
　ポリエステル製造時のテレフタル酸またはそのアルキルエステル（材料は（１）と同じ
）の使用量は、全二塩基酸成分の１０～９０モル％の割合が一般的であり、２０～８０モ
ル％の割合が好ましく、特に３０～７０モル％の割合が好ましい。２，６－ナフタレンジ
カルボン酸またはそのアルキルエステルの使用量は、全多塩基酸成分の１０～９０モル％
の割合が一般的であり、２０～８０モル％の割合が好ましく、特に３０～７０モル％の割
合が好ましい。イソフタル酸またはそのアルキルエステル及びスルホベンゼンジカルボン
酸またはそのアルキルあるいはヒドロキシアルキルエステルの使用量と材料は、前記（１
）と同じである。
　上記の二塩基酸単位の合計は、全二塩基酸成分の繰返し単位の少なくとも８０モル％以
上占めるものであり、９０モル％以上占めることが好ましく、１００モル％が最も好まし
い。
　上記の内、特に（ ）のポリエステルが好ましい。
【００３４】
上記以外の二塩基酸成分としては、特性を損なわない範囲で、フタル酸及び２，７－ナフ
タレンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸；アジピン酸、マロン酸、コハク酸、アゼラ
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上記スルホベンゼンジカルボン酸またはそのアルキルあるいはヒドロキシアルキルエス
テルは、スルホン酸の金属塩基を有するイソフタル酸、テレフタル酸又はフタル酸、ある
いはこれらの酸の低級アルキルエステルまたは低級ヒドロキシアルキルエステルであるこ
とが好ましく、特にスルホン酸の金属塩基を有するイソフタル酸またはその低級アルキル
あるいは低級ヒドロキシアルキルエステル、更にスルホン酸の金属塩基を有するイソフタ
ル酸メチルエステルまたはヒドロキシエチルエステルが好ましい。スルホアリールジカル
ボン酸のヒドロキシアルキルエステルとして、スルホアリールジカルボン酸のヒドロキシ
エチルエステルを使用した場合、その一部は二価アルコール成分のエチレングリコールと
してポリエステルの反応に与ることになる。ヒドロキシプロピルエステル、ヒドロキシブ
チルエステル等を用いた時も同様である。

２

２



イン酸及びセバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸；１，４－シクロヘキサンジカルボン酸等
の脂環式ジカルボン酸を使用することができる。また、トリメリット酸のような多塩基酸
成分も使用しても良い。
【００３５】
上記ポリエステルの二価アルコール成分の繰返し単位を形成する二価アルコールとして、
エチレングリコール、トリエチレングリコール及びビスフェノールＡのエチレンオキサイ
ド付加物が使用される。
エチレングリコール単位が１０～６０モル％、トリエチレングリコール単位が３０～９０
モル％そしてビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物が５～４０モル％含まれる。
エチレングリコール単位は、２０～６０モル％が好ましく、特に３０～６０モル％が好ま
しい。ポリエステル製造時のエチレングリコールの使用量は、反応時に蒸発する量及び前
記スルホアリールジカルボン酸のヒドロキシエチルエステルに由来する量を考慮して上記
エチレングリコール単位の量より多く設定される。
トリエチレングリコール単位は３０～８０モル％が好ましく、特に３０～７０モル％が好
ましい。ポリエステル製造時のトリエチレングリコールの使用量は、上記トリエチレング
リコール単位とほぼ同量に設定される。
ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位は５～３０モル％が好ましく、特に５
～２５モル％が好ましい。ポリエステル製造時のビスフェノールＡのエチレンオキサイド
付加物の使用量は、上記ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物単位と同量に設定
される。
上記エチレングリコール単位、トリエチレングリコール単位及びビスフェノールＡのエチ
レンオキサイド付加物単位の合計が、全多価アルコール単位の７０モル％以上を占め、８
０モル％以上を占めることが好ましく、特に９０モル％以上を占めることが好ましく、そ
して１００モル％が最も好ましい。
【００３６】
上記ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物が、下記の一般式（２）：
【００３７】
【化１５】
　
　
　
　
　
　
　
　
（但し、ｎは１～５（好ましくは１又は２）を表わす。）
で表わされる化合物であることが好ましい。
【００３８】
また、多価アルコールとしては特性を損なわない範囲で、１，４－ブタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル、ネオペンチルグリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコ
ール、１，２－ブチレングリコール、ジエチレングリコール及びポリエチレングリコール
等を使用することができる。
【００３９】
上記のポリエステルは、通常のポリエチレンテレフタレートあるいはポリエチレン－２，
６－ナフタレートの合成と同様に、二塩基酸と二価アルコールをエステル化反応もしくは
エステル交換反応させることによりオリゴマーを得、次いで真空下で重縮合反応を行って
合成することができる。また、特公昭５３－３７９２０号に記載のようにポリエステルの
解重合法によっても得ることができる。　また、二塩基酸としては、ジメチルテレフタレ
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ート、ジメチルイソフタレート、ジメチル－２，６－ナフタレンカルボキシレート等のジ
カルボン酸のアルキルエステルを少なくとも一方に用いてエステル交換反応を行なった後
重縮合反応を行なっても、ジカルボン酸を用いて直接エステル化、次いで重縮合反応を行
なっても良い。
【００４０】
例えば、二塩基酸と二価アルコールを、大気圧下１８０～２８０℃で１２０～２４０分反
応させ、水又はアルコールの留出を終了させて、エステル交換反応を完結させる。次いで
、反応系内の圧力を１ mmHg以下の高真空にすると共に、２４０～２９０℃に昇温し、この
温度にて６０～１８０分間加熱してポリエステルを得る。
【００４１】
上記ポリエステルの数平均分子量は、１５００～５０００の範囲が好ましい。また上記ポ
リエステルの重量平均分子量は、２５００～１５０００の範囲が好ましい。上記ポリエス
テルの（重量平均分子量／数平均分子量）は、１．２～３．０の範囲にあることが好まし
い。
【００４２】
本発明の受像層は、ポリマーとして、上記ポリエステル以外に２０重量％以下の範囲で他
のポリマーを含んでも良い。一般にガラス転移温度６０℃以上（好ましくは６０～１２０
℃）のポリマーが使用される。例えば上記以外のポリエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、
アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アミノ樹脂、フェノール樹脂を挙げること
ができる。水分散性ポリマーが好ましい。
【００４３】
上記受像層は、マット剤を含有しても良い。マット剤の添加は、滑り性を向上させること
ができるので、耐摩耗性及び耐傷性においても良好な効果を与える。
上記マット剤に使用される材料としては、フッ素系樹脂、低分子量ポリオレフィン系有機
ポリマー（例、ポリエチレン系マット剤、パラフィン系又はマイクロクリスタリン系のワ
ックスエマルジョン）、略球状のマット剤に使用される材料としては、ビーズ状プラスチ
ックパウダー（材料例、架橋型ＰＭＭＡ、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリエチレン又はポリスチレン）、及び無機微粒子（例、ＳｉＯ 2  、Ａｌ 2  Ｏ 3  、タ
ルク又はカオリン）を挙げることができる。
上記マット剤の含有量は、ポリマーに対して０．１～１０重量％が好ましい。
【００４４】
上記受像層は１×１０ 9  ～１×１０ 1 3Ωの範囲（２５、６５％ＲＨの条件にて）の表面電
気抵抗を有することが好ましい。１×１０ 9  Ω未満の場合は、電子写真用被転写フィルム
の受像層にトナーが転写される際のトナー量が充分でなく得られるトナー画像の濃度が低
く、一方、１×１０ 1 3Ωを超える場合は、転写時に必要以上の電荷が発生しトナーが充分
に転写されず、画像の濃度が低くなる。電子写真用被転写フィルムの取り扱い中に静電気
を帯びて塵埃が付着し易く、また複写時にミスフィード、重送、放電マーク、トナー転写
ヌケなどが発生し易くなる。
【００４５】
受像層を上記表面電気抵抗に調整する等の目的で、上記受像層に界面活性剤を含有させて
も良い。界面活性剤としては、例えばアルキルベンゼンイミダゾールスルホン酸塩、ナフ
タリンスルホン酸塩、カルボン酸スルホンエステル、リン酸エステル、ヘテロ環アミン類
、アンモニウム塩類、ホスホニウム塩類及びベタイン系両性塩類、あるいはＺｎＯ、Ｓｎ
Ｏ 2  、Ａｌ 2  Ｏ 3  、Ｉｎ 2  Ｏ 3  、ＭｇＯ、ＢａＯ及びＭｏＯ 3  等の金属酸化物を挙げるこ
とができる。
【００４６】
受像層は、所望により、さらに着色剤、紫外線吸収剤、架橋剤、酸化防止剤等公知の材料
を、本発明の電子写真用被転写フィルムの特性を損なわない限り、使用することができる
。
【００４７】
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上記受像層の形成は、例えば、上記ポリマー、マット剤及び帯電防止剤等を水、あるいは
有機溶剤に分散又は溶解させ、得られた塗布液を上記透明支持体上に塗布、加熱乾燥する
ことにより実施することができる。塗布は、例えばエアードクターコーター、ブレッドコ
ーター、ロッドコーター、ナイフコーター、スクイズコーター、リバースロールコーター
、バーコーター等の公知の塗布方法で行なうことができる。
【００４８】
上記受像層の層厚は、１～８μｍの範囲が好ましく、特に２～６μｍの範囲が好ましい。
１μｍの場合は、トナーが充分に受像層内部まで埋め込むことが困難となり、トナー画像
表面の中間調部で凹凸ができ易くなる。また８μｍを越えた場合は、定着時に受像層内で
凝集破壊が起こり易くなり、オフセット現象が発生し易くなる。
【００４９】
本発明の受像層は、定着されるべきトナー（着色材料とバインダー樹脂または磁性粉末と
バインダー樹脂からなる）との接触角が、該トナーの定着温度において５０度以下となる
ような層であることが好ましい。特に、４５度以下が好ましい。接触角の測定法は後述す
る。
【００５０】
上記電子写真用被転写フィルムは、透明支持体上に受像層を設けられた構造のものを記載
したが、上記界面活性剤により所望の表面電気抵抗が得られない場合は、他の帯電防止剤
を併用しても良いし、透明支持体と受像層との間に導電性下塗層を設けても良い。本願発
明の効果を効率良く得るために、所望の表面電気抵抗を得る方法として導電性下塗層の設
置を採用することが好ましい。
【００５１】
上記導電性下塗層は導電性金属酸化物粒子が結合剤中に分散された層である。導電性金属
酸化物粒子の材料としては、ＺｎＯ、ＴｉＯ、ＳｎＯ 2  、Ａｌ 2  Ｏ 3  、Ｉｎ 2  Ｏ 3  、Ｓｉ
Ｏ 2  、ＭｇＯ、ＢａＯ及びＭｏＯ 3  を挙げることがきる。これらは、単独で使用しても良
く、これらの複合酸化物を使用しても良い。また、金属酸化物は、異種元素をさらに含有
するものが好ましく、例えば、ＺｎＯに対してＡｌ、Ｉｎ等、ＴｉＯに対してＮｂ、Ｔａ
等、ＳｎＯ 2  に対しては、Ｓｂ、Ｎｂ、ハロゲン元素等を含有（ドーピング）させたもの
が好ましい。これらの中で、ＳｂをドーピングしたＳｎＯ 2  が特に好ましい。また、導電
性金属酸化物粒子の粒径は、０．２μｍ以下が好ましい。
【００５２】
上記導電性下塗層の結合剤の材料としては、ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸、ポ
リアクリルアミド、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ポリビニルピロリドン、水溶性
ポリエステル、水溶性ポリウレタン、水溶性ナイロン、水溶性エポキシ樹脂、ゼラチン、
ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、カルボキシメチルセルロ
ース及びこれらの誘導体等の水溶性ポリマー；水分散アクリル樹脂、水分散ポリエステル
等の水分散型樹脂；アクリル樹脂エマルジョン、ポリ酢酸ビニルエマルジョン、ＳＢＲ（
スチレン・ブタジエン・ゴム）エマルジョン等のエマルジョン；アクリル樹脂、ポリエス
テル樹脂等の有機溶剤可溶型樹脂を挙げることができる。水溶性ポリマー、水分散型樹脂
及びエマルジョンが好ましい。これらのポリマーに、さらに上記界面活性剤を添加しても
よく。また架橋剤等を添加しても良い。
また、導電性下塗層の形成は、前記受像層と同様にして行なうことができる。
【００５３】
次に、本発明のカラー画像形成方法について説明する。
間接乾式フルカラー電子写真複写機に使用されるトナーは、熱を印加した際の溶融性及び
混色性が良好なことが要求されることから、シャープメルト性のトナーを使用することが
好ましい。前記の電子写真用被転写フィルムの受像層との関係を考慮すると、トナーの結
着樹脂はポリエステル樹脂であることが好ましい。トナーは、例えば、ポリエステル等の
結着樹脂、着色剤（染料、顔料）、荷電制御剤のごときトナー形成用材料を溶融混練、粉
砕、分級することにより製造することができる。

10

20

30

40

50

(13) JP 3665666 B2 2005.6.29



【００５４】
次にカラー画像形成方法について具体的に説明する。
図７は、本発明に使用することができるフルカラー画像を形成し得る電子写真複写機（装
置）の一例の概略的断面図を示す。電子写真複写機は、複写機本体の下側から複写機本体
の略中央部に亘って設けられている転写材搬送系と、複写機本体の略中央部に、前記転写
材搬送系を構成している転写ドラム７０に近接して設けられている潜像形成部と、前記潜
像形成部と近接して配設されており現像装置とに大別される。
【００５５】
転写材搬送系は、複写機本体の下側に配設されている供給用トレイ７５および７６、それ
ら各トレイの略直上部に配設された給紙用ローラー７７および７８と、これらの給紙用ロ
ーラーに近接して配設された給紙ガイド７９および８０が配設されているとともに、内周
側に転写装置７１および電極８４が配設された矢印方向に回転自在な転写ドラム７０、そ
の外周面近傍に転写材分離帯電器８１及びその外周面に当接された当接用ローラー８３、
搬送装置７３、その搬送装置の搬送方向終端側に近接して配設された定着器７４、及び着
脱可能な排出用トレイ８２から構成されている。
【００５６】
潜像形成部は、外周面が前記転写ドラム７０の外周面と当接して配接されているとともに
、矢印方向に回転自在な静電潜像保持体（感光体ドラム）９０、その静電潜像担持体の外
周面近傍に配設されている帯電器９８、その静電潜像保持体の外周面上に静電潜像を形成
するためのレーザービームスキャナ等の像露光手段とポリゴンミラー等の像露光反射手段
を有する書き込み装置９９、及びクリーニング装置７２を具備している。
【００５７】
現像装置は、現像剤保持体９７およびハウジング９６から構成されており、前記静電潜像
保持体９０の外周面と対向する位置にて静電潜像保持体の外周面上に形成された静電潜像
を可視化（すなわち現像）するためのブラック現像機９２、マゼンタ現像機９３、シアン
現像機９４及びイエロー現像機９５を有している。
【００５８】
上記構成を有する電子写真装置による画像形成シーケンスについて、フルカラーモードの
場合を例にとって説明する。前述した静電潜像保持体９０が矢印方向に回転すると、その
静電潜像保持体表面が帯電器９８により均等に帯電される。帯電器９８による均等な帯電
が行われると、原稿（図示せず）のブラック画像信号にて変調されたレーザ光により書き
込み装置９９を通して、静電潜像保持体９１上に静電像が形成され、ブラック現像機９２
により前記静電潜像の現像が行われる。
一方、供給用トレイ７５または７６から給紙ローラー７７または７８、給紙ガイド７９ま
たは８０を経由して搬送されてきた転写材（電子写真用被転写フィルム）は、当接用ロー
ラー８３と対向している電極８４によって静電的に転写ドラム７０に巻き付けられる。転
写ドラム７０は、静電潜像保持体９０と同期して矢印方向に回転しており、ブラック現像
機９２で現像された顕画像（未定着のトナー画像）は、静電潜像保持体９１の外周面と転
写ドラム７０の外周面とは当接している部位で、転写装置７１によって転写される。転写
ドラム７０はそのまま回転を継続し、次の色（図７においてマゼンタ）の転写に備える。
一方、静電潜像保持体９０は、除電用帯電器（図示せず）により除電され、クリーニング
装置７２によってクリーニングされた後、再び帯電器９８によって帯電され、次のマゼン
タ画像信号により前記のような潜像光を受ける。マゼンタ画像信号により像露光を受けて
形成された静電潜像は、マゼンタ現像器９３により現像され顕画像となる。引続いて、上
記したようなプロセルをそれぞれシアン色およびイエロー色に対しても実施し、４色分の
転写が終了すると、転写材上に形成された多色顕画像は帯電器８１により除電され、用紙
搬送装置７３により定着器７４に送られ、熱と圧力により定着さえ、一連のフルカラー画
像形成シーケンスが終了する。
【００５９】
前記定着器７４は、その主要分が同様の構造のヒートロール７４ａとプレッシャーロール
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７４ｂとで構成されている。ヒートロール７４ａは、内部に５００Ｗのコルツランプを備
え、外径４４ｍｍφのスチール製コア材で形成された基質ロールと、適宜プライマーを介
して上記基質ロール上に設けられたゴム硬度がＪＩＳ硬度において６０℃およびその厚み
が４０μｍからなるフッ素系ゴム（例えばデュポン社バイトンゴム）とで構成されている
。一方、プレッシャーロールも同様な構成で、外径４８ｍｍφのスチール製コア材で形成
された基質ロールと、この基質ロール上に設けられたシリコンゴムよりなる厚みが１ｍｍ
の内側弾性層とを用いたことを除いては全く同様の構成となっている。
【００６０】
上記ヒートロールには、前記フッ素ゴム表面を高離型表面に改質するために、官能基（例
えばアミノ基）を含有するジメチルポリシロキサンよりなる離型剤を供給する離型剤供給
手段として、シリコンゴムよりなるオイルドナーロールが当接している。このオイルドナ
ーロールは、更にオイルパン中に浸漬したオイルピックアップロールにより離型剤の供給
を受けるようになっている。
上記ヒートロール７４ａとプレッシャーロール７４ｂとは、加圧機構により圧接されて、
中央部で６ｍｍのニップ巾が形成されている。さらに、両ロールとも表面温度が１５０℃
に設定され、互いに矢印方向へ表面速度６０ｍｍ／ｓｅｃで回転するように構成されてい
る。
【００６１】
但し、本発明に使用される間接乾式フルカラー電子写真複写機としては上記に示したもの
（図７）だけではなく、像担持体上に順次形成された各色に対応する静電潜像を各色のト
ナーで順次現像し、該現像々をベルト状中間転写体上に静電的に順次重ねて１次転写する
とともに、この中間転写体上に多重転写されたトナー像を、トナーの帯電極性とは逆極性
の転写用電圧の印加されたバイアストランスファーロールにより被記録媒体上に２次転写
することによりカラー画像のを成を行う間接乾式フルカラー電子写真複写機や、複数の現
像器によって顕像化する工程を複数回行い、像担持体上に多色像を形成し、この多色像を
被記録場板上に一括転写してカラー画像の形成を行う間接乾式フルカラー電子写真装置や
、複数個の像担持体を並置し、各像担持体上に形成された画像を転写ベルトに搬送される
被記録媒体上に順次転写してカラー画像の形成を行う間接乾式フルカラー電子写真複写機
も使用することができる。
【００６２】
【実施例】
［合成例１］
二塩基酸成分として、ジメチルテレフタレート４８４部（２．４９５モル部）、ジメチル
－２，６－ナフタレンジカルボキシレート６０９部（２．４９６モル部）及びジメチルイ
ソフタレート１１０部（０．５６７モル部）、二価アルコールとしてエチレングリコール
５５２部（８．９０３モル部）、トリエチレングリコール５０１部（３．３４０モル部）
及びビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物（前記一般式（２）のｎ＝１の化合物
；ＮＣ－１９００、日本乳化剤（株）製）１７６部（０．５５７モル部）、エステル交換
触媒として二酸化マンガン四水塩０．３３部、そして重縮合触媒として三酸化アンチモン
０．３７部を、熱媒加熱ジャケット、撹拌装置及び精溜塔が装着された反応槽に仕込んだ
。窒素を通気しながら徐々に昇温し、１５０℃から２５０℃で反応副生物であるメタノー
ルを精溜塔から除去しながらエステル交換反応を進めた。
【００６３】
メタノール溜出の終了を確認した後、反応生成物であるオリゴマーを、熱媒加熱ジャケッ
ト、高粘度用撹拌装置及び真空装置が装着された２５０℃の重縮合反応槽に移した。その
反応槽に、５－ナトリウムスルホイソフタル酸のエチレングリコールエステル（５－ナト
リウムスルホイソフタル酸ジヒドロキシエチル；ＳＳＩＡ）の４０重量％エチレングリコ
ール（ＥＧ）溶液４９８部（ＳＳＩＡ：　０．５６０モル部、ＥＧ：４．８２３モル部；
ＳＩＰＥ－４０、三洋化成（株）製）を添加した後、減圧を開始し、６０分で１ｍｍＨｇ
まで減圧した。この間反応温度も徐々に高め、最終的に２６０℃とした。
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撹拌軸に設置したトルクメーターで反応物の溶融粘度を測定し、１５０ポイズ（２６０℃
）になった時点で、窒素導入により真空から大気圧に戻して重縮合反応を停止し、樹脂を
取り出し、ポリエステルを得た。
得られたポリエステルの組成を表１に示す。
【００６４】
［合成例２］
二塩基酸成分として、ジメチルテレフタレート５９４部（３．０６２モル部）及びジメチ
ル－２，６－ナフタレンジカルボキシレート６０９部（２．４９６モル部）、二価アルコ
ールとしてエチレングリコール５５２部（８．９０３モル部）、トリエチレングリコール
５０１部（３．３４０モル部）及びビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物（前記
一般式（２）のｎ＝１の化合物；ＮＣ－１９００、日本乳化剤（株）製）１７６部（０．
５５７モル部）、エステル交換触媒として二酸化マンガン四水塩０．３３部、そして重縮
合触媒として三酸化アンチモン０．３７部を、熱媒加熱ジャケット、撹拌装置及び精溜塔
が装着された反応槽に仕込んだ。窒素を通気しながら徐々に昇温し、１５０℃から２５０
℃で反応副生物であるメタノールを精溜塔から除去しながら、エステル交換反応を進めた
。
【００６５】
メタノール溜出の終了を確認した後、反応生成物であるオリゴマーを、熱媒加熱ジャケッ
ト、高粘度用撹拌装置及び真空装置が装着された２５０℃の重縮合反応槽に移した。その
反応槽に、５－ナトリウムスルホイソフタル酸のエチレングリコールエステル（５－ナト
リウムスルホイソフタル酸ジヒドロキシエチル；ＳＳＩＡ）の４０重量％エチレングリコ
ール（ＥＧ）溶液４９８部（ＳＳＩＡ：　０．５６０モル部、ＥＧ：４．８１９モル部；
ＳＩＰＥ－４０、三洋化成（株）製）を添加し後、減圧を開始し、６０分で１ｍｍＨｇま
で減圧した。この間反応温度も徐々に高め、最終的に２６０℃とした。
撹拌軸に設置したトルクメーターで反応物の溶融粘度を測定し、１２０ポイズ（２６０℃
）になった時点で、窒素導入により真空から大気圧に戻して重縮合反応を停止し、樹脂を
取り出し、ポリエステルを得た。
得られたポリエステルの組成を表１に示す。
【００６６】
［合成例３］
二塩基酸成分として、テレフタル酸８３６部（５．０３６モル部）及びイソフタル酸９３
部（０．５６０モル部）、二価アルコールとしてエチレングリコール５５２部（８．９０
３モル部）、トリエチレングリコール５０１部（３．３４０モル部）及びビスフェノール
Ａのエチレンオキサイド付加物（前記一般式（２）のｎ＝１の化合物；ＮＣ－１９００、
日本乳化剤（株）製）１７６部（０．５５７モル部）、重縮合触媒として三酸化アンチモ
ン０．３７部を、熱媒加熱ジャケット、撹拌装置及び精溜塔が装着された反応槽に仕込ん
だ。窒素を通気しながら徐々に昇温し、生成する水を除去しながら２５０℃まで加熱し、
反応液が透明になったところで反応を終了した。
【００６７】
反応生成物であるオリゴマーを、熱媒加熱ジャケット、高粘度用撹拌装置及び真空装置が
装着された２５０℃の重縮合反応槽に移した。その反応槽に、５－ナトリウムスルホイソ
フタル酸のエチレングリコールエステル（５－ナトリウムスルホイソフタル酸ジヒドロキ
シエチル；ＳＳＩＡ）の４０重量％エチレングリコール（ＥＧ）溶液４９８部（ＳＳＩＡ
：０．５６０モル部、ＥＧ：８．９０３モル部；ＳＩＰＥ－４０、三洋化成（株）製）を
添加し、５分後更に熱安定剤として燐酸トリメチル０．３７部を添加して２分間撹拌した
後、減圧を開始し、６０分で１ｍｍＨｇまで減圧した。この間反応温度も徐々に高め、最
終的に２６５℃とした。
撹拌軸に設置したトルクメーターで反応物の溶融粘度を測定し、１２０ポイズ（２６５℃
）になった時点で、窒素導入により真空から大気圧に戻して重縮合反応を停止し、樹脂を
取り出し、ポリエステルを得た。
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【００６８】
［実施例１］
二軸延伸により熱固定された厚さ１００μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムにコ
ロナ放電処理し、下記の組成を有する導電性下塗層形成用塗布液及び受像層形成用塗布液
を調製した。（以下の全ての塗布液の配合量を示す重量部の値は、全て固形分又は不揮発
分を表わす）
【００６９】
［導電性下塗層形成用塗布液］
水溶性アクリル樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５５重量部
（ジュリマーＥＴ－４１０；日本純薬（株）製）
二酸化スズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８０重量部
（ＳＮ－８８；平均粒径＝８８ｎｍ；石原産業（株）製）
非イオン界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１２５重量部
（ＥＭＡＬＥＸ／ＮＰ８．５；日本エマルジョン（株）製）
純水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．４重量部
【００７０】
上記導電性下塗層形成用塗布液を、上記ポリエチレンテレフタレートフィルムに、バーコ
ーター＃２．４を用いて、塗布速度１０５ｍ／分で塗布し、１２０℃で１分間乾燥した。
次いでもう一方の面も同様に塗布乾燥して導電性下塗層を形成し、フィルムの両面に導電
性下塗層を形成した。層厚は、０．１５μｍであった。
【００７１】
［受像層形成用塗布液］
＊前記合成例１で得られたポリエステル樹脂の水分散液　　　　７５重量部
（固形分２０重量％）
架橋型ＰＭＭＡマット剤　　　　　　　　　　　　　　　０．０７５重量部
（ＭＲ－７Ｇ；平均粒径：　７μｍ、
総研化学（株）製）
純水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５重量部
【００７２】
＊前記合成例１で得られたポリエステル樹脂の水分散液の調製
合成例１で得られたポリエステル２００ｇを、９０℃に加熱した蒸留水８００ｇ中にディ
スパーで攪拌しながら（１０００ｒｐｍ）投入し、この温度で３時間攪拌を続け、ポリエ
ステル樹脂水分散液を得た。
【００７３】
上記受像層形成用塗布液を、上記導電性下塗層上に、バーコーター＃１２を用いて塗布速
度１０５ｍ／分で塗布し、１２０℃で１分間乾燥した。次いで、もう一方の面も同様に塗
布乾燥して受像層形成し、フィルムの両面に受像層を形成した。層厚は３．０μｍであっ
た。
このようにして、ポリエチレンテレフタレートフィルムの両面に受像層が形成された電子
写真用被転写フィルムを作成した。
【００７４】
［実施例２］
実施例１において、受像層形成用塗布液の前記合成例１で得られたポリエステル樹脂の水
分散液の代わりに、前記合成例２で得られたポリエステル樹脂の水分散液を使用した以外
は実施例１と同様にして電子写真用被転写フィルムを作成した。
【００７５】
［実施例３］
実施例１において、受像層形成用塗布液の前記合成例１で得られたポリエステル樹脂の水
分散液の代わりに、前記合成例３で得られたポリエステル樹脂の水分散液を使用した以外
は実施例１と同様にして電子写真用被転写フィルムを作成した。
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【００７６】
［比較例１］
実施例１において、受像層形成用塗布液の前記合成例１で得られたポリエステル樹脂の水
分散液の代わりに、表１の比較例１に示す組成を有するポリエステル樹脂の水分散液を使
用した以外は実施例１と同様にして電子写真用被転写フィルムを作成した。
【００７７】
［ポリエステル組成］
合成例１～３で得られたポリエステルの組成を、プロトン法ＮＭＲによる測定値より決定
した。
【００７８】
［数平均分子量及び重量平均分子量］
上記数平均分子量及び重量平均分子量の測定は、以下のように行なった。
ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＳＣＬ－６Ｂ，（株）島津製作所製）を用い
て、ＧＰＣのカラムとしてＳｈｏｄｅｘ－ＫＦ８０４を使用し、４０℃で、溶媒（テトラ
ヒドロフラン）を毎分０．８ｍｌの流速で流しながら、８ｍｇ／ｍｌ（試料）／２０ｍｌ
（テトラヒドロフラン）の濃度の試料を１５μｌ注入して行なった。尚、標準物質として
ポリスチレンを用いた。
【００７９】
上記で得られた測定結果及び比較例１で使用したポリエステルの組成及び分子量を表１に
示す。
【００８０】
【表１】
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【００８１】
このようにして得られた電子写真用被転写フィルムを下記の方法によりその特性を評価し
た。
【００８２】
１）トナーの調製
ポリエステル樹脂（重量平均分子量：１１０００、数平均分子量／重量平均分子量：２．
９）９６重量部に、帯電制御剤１重量部及びシアン顔料３重量部を加え、混合することに
よりシアントナーを調製した。シアントナーと同様にしてポリエステル樹脂９６重量部に
帯電制御剤１重量部及びマゼンタ顔料３重量部を加えてマゼンタトナーを調製し、同様に
マゼンタ顔料３重量部の代わりにイエロー顔料３重量部を用いてイエロートナーを、さら
にマゼンタ顔料３重量部の代わりにブラック顔料３重量部を用いてブラックトナーを調製
した。これらのトナーの体積平均粒径は全て７μｍであった。
上記トナーの体積平均粒径は、コールターカウンターＴＡ－ II型（コールター社製）を用
いて、１００μｍのアパチャーにより２～５０μｍの粒径を有する粒子の粒度分布を測定
して体積平均粒径を求めた。
【００８３】
２）トナーの傾斜角（度）
上記で得られたトナーを用い、前記トナーの傾斜角の測定方法に従って測定した。
１）トナー又はトナーバインダーのディスク成形
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錠剤成形器（ハンドプレスＳＳＰ－１０型、（株）島津製作所）の図４に示されるような
錠剤枠の直径１３ｍｍ、高さ３．３ｍｍの凹部に、非磁性二成分トナーの場合はトナー自
体を、そして磁性一成分トナーの場合はバインダー樹脂を充填し、ハンドプレスにて凹部
に１トンの荷重を１分間加えて図５に示されるようなディスクを成形した。
上記ディスクは、直径１３ｍｍ、厚さ１．２ｍｍ、そして重さ１８３ｍｇとなるように作
製した。
【００８４】
２）上記ディスクの溶融固化
図６に示すように、上記ディスク６３を電子写真用被転写フィルム６２上に載置し、９０
秒かけてトナーディスクを加熱して溶融させる（電子写真用被転写フィルムを定着器に通
すとフィルムの温度は定着器の温度より約２０℃低いことから、溶融温度を定着器の温度
－２０℃とする）。この積層体を厚さ１ｍｍ、４２０ｍｍ×２９７ｍｍの大きさのアルミ
プレート６１上に１分間載置して、急冷固化させた。
【００８５】
３）トナーの接触角測定
接触角測定装置（共和界面化学（株）製）を使用して、上記トナー（ディスク）が固化し
た電子写真用被転写フィルムと接触点でトナーに引いた切線とフィルム表面となす角度を
、左右それぞれ測定し、その平均値を溶融トナー接触角とした。
【００８６】
３）ＰＥ（正透過光の割合）
前記実施例及び比較例で得られた電子写真用被転写フィルム及び上記で得られたトナーを
用いて図７に示す間接乾式フルカラー電子写真複写機により、被転写フィルム上に、入力
網点面積率１００％部のトナー量が、ブラック１．０ｍｇ／ｃｍ 2  、そしてイエロー、マ
ゼンタ及びシアン０．６５ｍｇ／ｃｍ 2  付着するように調整した。そして、イエロー、マ
ゼンタ及びシアントナーの入力網点面積率１００％及び３６％のパッチを未定着像として
出力し、この未定着トナー像を加熱定着ロール温度１５０℃、平均加熱時間１００ msec. 
の条件にて加熱加圧して定着し、被転写フィルム上にフルカラー定着画像を形成した。得
られた定着画像の、入力網点面積率１００％（Ｃｉｎ１００％）部及び入力網点面積率３
６％（Ｃｉｎ３６％）部の正透過光の割合（ Projection Efficiency;以下ＰＥという）を
測定した。各色共同様な結果が得られたのでイエローの結果のみ表２に示す。上記正透過
光の割合ＰＥは、等色関数として２°視野、標準の光としてＡ光源を用い、積分球のアパ
ーチャーの画角が７°の分光光度計で、正透過率及び拡散透過率を測定し、次式より求め
た。
ＰＥ＝ log[Σ｛Ｐ（λ）＋Ｎ（λ）｝／ｎ］／ log{ΣＰ（λ）／ｎ｝
ここでλは波長を表わし、Ｐ（λ）は波長λにおける正透過率を表わし、Ｎ（λ）は波長
λにおける拡散透過率を表わし、そしてｎは可視光領域のサンプリング数を表わす。
即ち、ＰＥが大きい程、正透過光成分が多いことによりＯＨＰによる投影画像が鮮やかで
あることを示す。ＰＥ値（％）と投影画像の目視による評価との関係は、ＰＥ値７５％以
上であれば、投影画像の色再現性が優れていることが分かった。
【００８７】
４）オフセット
上記３）の測定に於て、オフセットの発生の有無について観察した。そして下記のように
評価した。
ＡＡ：オフセットの発生が見られない
ＢＢ：定着画像（受像層）が少し浮いている
ＣＣ：受像層が定着ロールに移動している
【００８８】
５）表面電気抵抗  (Ω )
電気抵抗計（ＴＲ－８６０１、アドバンテスト（株）製）により、２５℃、６５％ＲＨの
条件で測定した。
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【００８９】
６）トナー転写性
得られた複写フィルム１０枚について、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）
及びブラック（Ｋ）の入力網点面積率１００％（Ｃｉｎ１００％）部における光学濃度を
、光学濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ３１０ＴＲ、Ｘ－Ｒｉｔｅ製）にて測定し、トナー画像の転
写の程度を評価した。値が大きいほど良好。
【００９０】
上記測定結果を下記の表２に示す。
【００９１】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００９２】
【発明の効果】
本発明の電子写真用被転写フィルムは、受像層のポリマーとして、特定の組成からなる新
規なポリエステル樹脂を使用している。このポリエステルは、トナー定着温度で適度に軟
化する為、トナーは受像層内に埋め込まれ、また一般に受像層表面とトナーとの定着温度
での傾斜角が小さくなるので凹凸がほとんどない定着画像を得ることができる。また上記
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ポリエステルを使用することにより、トナーと受像層（ポリエステル）がその界面で相溶
するため、トナーと受像層との界面の発生がほとんどなくなり、これによりオーバーヘッ
ドプロジェクターからの光の屈折を防止できることから、投影画像として濁りのない優れ
た発色性の画像を得ることができる。従って、本発明の電子写真用被転写フィルムは、投
影画像の中間調画像部の発色性及びオフセット現象が共に改善されている。また上記電子
写真用被転写フィルムは、電子写真複写機を使用して、電子写真用被転写フィルム上にカ
ラー画像を形成する方法に有利に使用することができる。勿論、従来の単色用電子写真用
被転写フィルムとしても有用であることは言うまでもない。また、特に、上記ポリエステ
ル樹脂は容易に水に分散することができ、またその分散状態が安定であることから、水分
散液の状態で塗布して受像層を形成することができるので、環境汚染を考慮することなし
に受像層の形成を行なうことができるとの利点を有する。また上記ポリエステル樹脂の水
分散液は凝集し難いので、上記塗布工程において使用されるポンプ、塗布機等の目詰まり
の発生もほとんどないとの利点もある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の電子写真用被転写フィルムの基本構成の一例を示す断面の模式図である
。
【図２】本発明の電子写真用被転写フィルムの基本構成の他の一例を示す断面の模式図で
ある。
【図３】本発明の電子写真用被転写フィルムの基本構成の他の一例を示す断面の模式図で
ある。
【図４】本発明の電子写真用被転写フィルムの受像層とトナーの接触角の測定試料（トナ
ーディスク）の作成に使用される錠剤成形器を示す断面の模式図である。
【図５】錠剤成形器で作成されたトナーディスクの形状を示す斜視図である。
【図６】トナーディスクを急冷固化させるために、トナーディスクがアルミプレート上に
載置された状態を示す断面の模式図である。
【図７】本発明に使用することができるフルカラー画像を形成し得る電子写真複写機の一
例の概略の断面図である。
【符号の説明】
１１、２１、３１　透明支持体
１２、２２ａ、２２ｂ、３２ａ、３２ｂ　受像層
３３ａ、３３ｂ　導電性下塗層
７０　転写ドラム
７１　転写装置
７２　クリーニング装置
７３　搬送装置
７４　定着器
７５、７６　供給用トレイ
７７、７８　給紙用ローラー
７９、８０　給紙ガイド
８１　転写材分離帯電器
８２　排出用トレイ
８３　当接用ローラー
８４　電極
９１　静電潜像保持体（感光体ドラム）
９２　ブラック現像機
９３　マゼンタ現像機
９４　シアン現像機
９５　イエロー現像機
９６　ハウジング
９７　現像剤保持体
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９８　帯電器
９９　書き込み装置

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】
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